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【要旨】　観光客の需要を分析するためには，観光客に関するデータを収集する必要がある．従来は観光地にて観

光客を対象に現地アンケート調査を実施することでデータを収集してきた．しかし，現地アンケート調査では調

査日が特定の数日間に限られることが多く，観光客の全体像を把握することが困難であった．このため，近年は

携帯電話の電波情報やソーシャルメディアなどのビッグデータを活用した観光分析に注目が集まっている．本稿

では，ビッグデータを用いた観光分析のこれまでの研究を展望する．ビッグデータには，市民が自発的ないしは

非自発的に提供したデータが含まれるが，それぞれの利点と限界点を検討する．さらに，ビッグデータを用いる

ことで生じる個人情報保護や知的財産に関わる問題点について考察を行う．

【キーワード】　観光需要　　　携帯電話　　　GPS　　　ソーシャルメディア

【Abstract】 To analyze the tourists demand, it is necessary to collect the trip data related to tourists.　Conventionally, 

researchers have conducted on-site surveys to tourists at recreation sites.　However, it is difficult to estimate the 

population demand using on-site survey, because survey dates are often limited to specific days.　Therefore, in recent 

years, tourism analysis utilizing big data, such as location data of mobile phone or social media, has been attracted.　
This paper provides a review of previous research on tourism analysis using big data.　We examine the respective 

advantages and limitations of big data analysis using data voluntarily or involuntarily provided by citizens.　
Furthermore, we discuss issues related to personal information protection and intellectual property that arise from using 

big data.
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1.　はじめに

新型コロナウィルス感染症の拡大により観光業は
大きな影響を受けたが， 2023年に入ると大幅に感染
対策が緩和されたことから，観光客数は急速に回復
した．しかし，観光客数が急激に回復したことで，

地域によっては過剰に利用が集中し，オーバーツー
リズムの問題が深刻化した．たとえば，鎌倉市では
人気アニメの舞台となった踏切周辺で写真撮影のた
めに多くの観光客が公道に滞留したり，観光客によ
るゴミの投棄等も問題となっている．京都市では観
光客がスーツケースなどの大型手荷物をバスに持ち
込むためバスが混雑し，地域住民のバス利用に支障
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を来している．
また，オーバーツーリズムは都市の観光地だけで
はなく国立公園などの自然地域でも生じている．た
とえば，日本のシンボルともいえる富士山は訪日外
国人にも人気が高いが，山小屋に宿泊することなく
一気に山頂を目指す弾丸登山や軽装での登山を強行
する観光客が多いため，高山病の発症やケガなどに
よる遭難者が多発している．
こうしたオーバーツーリズムの問題が各地で深刻
化したことから，政府は 2023年 9月に「オーバー
ツーリズムの未然防止・抑制に関する関係省庁対策
会議」を設置し，オーバーツーリズム対策の協議を
開始した．当対策会議では，観光客が一部地域に過
剰に集中することがオーバーツーリズムを引き起こ
しているとして，観光客の需要を適切に管理し，需
要の分散・平滑化を行うとともに，地方部への誘客
を推進するとしている（観光庁，2023）．しかし，
そのためには観光客の需要分析が不可欠である．す
なわち，どのような観光客が何を目的にどこに集
まっているのかを分析しなければ，オーバーツーリ
ズムの問題を解決することは困難である．では，観
光客の需要を分析するためには何が必要なのだろう
か．
本稿では，ビッグデータを用いた観光客の需要分
析について現状と今後の課題を検討する．観光客の
需要を分析するためには，観光客に関するデータを
収集する必要がある．従来は観光地にて観光客を対
象に現地アンケート調査を実施することでデータを
収集してきた．しかし，現地アンケート調査では調
査日が特定の数日間に限られることが多く，観光客
の全体像を把握することが困難であった．このため，
近年は携帯電話の電波情報やソーシャルメディアな
どのビッグデータを活用した観光分析に注目が集
まっている．本稿では，ビッグデータを用いた観光
分析を紹介するとともに，ビッグデータを用いるこ
とで生じる個人情報保護や知的財産に関わる問題点
について検討を行う．

2.　ビッグデータを用いた観光分析とは

観光分析では様々なビッグデータを利用すること

ができる．表 1は，観光分析で利用可能なビッグデー
タを示したものである．観光分析で利用可能なビッ
グデータは大別すると，観光客などの市民が自分の
意思で自発的にデータを提供したものと，市民が知
らないうちにデータが取得されたものに分類され
る．
市民が自発的に提供したビッグデータとしては，

（1）一般目的のソーシャルメディア（Facebook, X（旧
Twitter），Instagramなど），（2）登山を目的としたソー
シャルメディア（ヤマップ，ヤマレコなど），（3） 
野鳥観測や生物観察を目的としたソーシャルメディ
ア（eBird, Biomeなど），（4）インターネットを利
用したWebアンケート調査のデータがある．これ
らの市民が自発的に提供したビッグデータでは，観
光に関する多くの情報を取得できるものの，あくま
でも観光客が自分の意思で提供したデータであり，
一部の観光客のデータに限定される点に注意が必要
である．たとえば，ソーシャルメディアを利用する
観光客と利用しない観光客では訪問行動が異なる可
能性があるため，ソーシャルメディアのビッグデー
タを用いるとサンプリングバイアスが生じる危険性
がある．
これに対して，ビッグデータの中には利用者の知
らないうちにデータが取得されているものがある．
非自発的にすべてのデータが取得できるため，サン
プリングバイアスが生じにくく，母集団の情報を正
確に把握できる．非自発的に取得されたビッグデー
タの中で観光分析に利用可能なものとしては，（1）
赤外線カウンタのデータ（富士山など），（2）携帯
電話の電波情報（モバイル空間統計1など），（3） 
GPS位置情報アプリを用いたビッグデータ（Agoop2

など）がある．

3.　市民が自発的に提供したビッグデータ
による観光分析

市民が自発的に提供したビッグデータは，近年，
盛んに観光分析に利用されている．たとえば，Falk 

and Hagsten （2021） は，約 525の世界遺産に関する
6億 8000万の Instagramへの投稿に基づいて，ヨー
ロッパと北米の世界遺産への訪問者の流れを明らか
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にした．また Van Hamme, Svensson, Morcatty, Nek-

aris, and Nijman （2021） は野生のマウンテンゴリラ
を訪れる観光客の接近状況を分析し，観光客が既存
のルールに従っていない可能性を示した．また Fu-

kui and Ohe （2020） は Twitter（現 X）のツイートを
分析し，通常の観光と 2011年の東日本大震災に関
するボランティアツーリズムを促進する要因を比
較・検討し，今後の観光振興におけるソーシャルメ
ディアの活用方法を示した．このようにソーシャル
メディアを活用した実証研究は近年急速に増加して
おり，その成果をまとめた総説が数多く出版されて
いる（Da Mota and Pickering, 2020 ; Ghermandi, 

Langemeyer, Van Berkel, Calcagni, Depietri, Vigl, Fox, 

Havinga, Jäger, Kaiser, Karasov, McPhearson, Podsc-

hun, Ruiz-Frau, Sinclair, Venohr, and Wood, 2023 ; 

Wilkins, Wood, and Smith 2021）．
上記のビッグデータを活用した研究はその大半が
観光動態の把握に焦点を当てている．しかし，ビッ
グデータの活用は単純な観光動態の把握に留まるも
のではなく，観光に起因する環境価値の評価にも応

用することができる．
Ghermandi（2018）は世界各地の主要な人工湿地
を 対 象 に，Sinclair, Ghermandi, and Sheela（2018）
はインドのある湿地（Vembanad lake）を対象に，
それぞれ写真共有サイト “Flickr”に掲載された GPS

の位置情報付きの写真を利用してトラベルコスト法
による分析を実施した．トラベルコスト法は，訪問
者の旅行費用に基づいてレクリエーションの価値を
評価するため，目的地の情報に加えて，訪問者の居
住地の情報が必要となる．しかし，Flickrでは居住
地の情報が登録されていない利用者が多く含まれて
いる．そこで，これらの研究は，推定した居住地情
報に基づいてトラベルコスト法を適用した．Gher-

mandi（2018）は推計したレクリエーション価値を
用いて費用便益分析を行い，Sinclair et al.（2018）
は推計したレクリエーション価値に基づきレクリ
エーション需要と水質の関係について考察を行っ
た．
また，Spalding, Burke, Wood, Ashpole, Hutchison, 

and Zu Ermgassen（2017）は Flickrのデータを用い

表 1　観光分析で利用可能なビッグデータ一覧

利点 欠点

市民が自発的に
提供したビッグデータ

一般目的のソーシャルメディア
（Instagram， Flickr， X（旧
Twitter）など）

グローバル・スケールで膨大なデー
タが得られる ; 文字や写真等から
訪問目的等の推察が可能

写真写りがよい場所が投稿されやすい
等，投稿内容に偏りが生じやすい ; 観
光客の居住地などの個人属性や訪問地
の正確な場所や訪問時刻の特定は困難

登山や野鳥観察など，特定の行
為を目的としたソーシャルメ
ディア（eBird， Biome， ヤマッ
プ，ヤマレコなど）

写真等から訪問目的等の推察が可
能 ; GPS の位置情報から訪問地の
場所や訪問時刻を特定可能

登山や野鳥観察など，特定の行為に関
心を持つ利用者情報・行為に限定され
るため，偏りが生じやすい．

Web アンケート調査 観光客の訪問目的や個人属性も取得
可能

費用が高額になりやすい ; 継続調査
が困難 ; 調査会社に登録した回答者
に限定される

市民が非自発的に
提供したビッグデータ

赤外線カウンタ 通行人数を半永久的に取得可能 情報がカウンタの設置箇所に限定され
る ; 観光客の個人属性は取得できな
い

携帯電話の電波情報
（docomo モバイル空間統計）

携帯電話ネットワーク（基地局）の
情報を用いて日本全国の推計人口が
把握可能（500 m メッシュ単位，
1 時間単位）; 居住地等の個人情報
にアクセス可能

提供される情報は集計されたものの
み， 訪問目的等は取得できない

携帯電話の GPS 情報
（KDDI Location Analyzer）

携帯電話の GPS 位置情報を元に日
本全国の推計人口が把握可能（空間・
時間解像度の調整が可能）; 居住地
等の個人情報にアクセス可能

提供される情報は集計されたものの
み，訪問目的等は取得できない

携帯電話の GPS 情報（Agoop　
流動人口データ）

スマートフォン・アプリから収集し
た情報を元に個々人の位置情報や滞
在時間を把握可能

GPS 位置情報の取得を許可した利用
者に限定される ; 総訪問人数は不
明 ; 訪問目的等は取得できない
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て全世界のサンゴ礁に付随する価値の推定を試み
た．サンゴ礁を有する沿岸地域での観光客が支出し
た金額等によって価値を算出した結果，サンゴ礁は
年間 36億 USドルの価値を生み出していることを
示した．一方，本研究と前述のミクロ経済理論を用
いた研究では「価値」として見なすものが異なって
いる点には注意を要する．
市民が自発的に提供するビッグデータの中には一
般的な人々が広く使っているソーシャルメディア以
外にもいくつか著名なものが存在している．なかで
もアメリカ・コーネル大学の鳥類学研究所が運営す
る野鳥記録データベース “eBird”は多くの野鳥愛好
家が使うプラットフォームの一つであり，ユーザー
情報や観察した野鳥の種類，日時などを登録するこ
とができる．Kolstoe and Cameron （2017）は，eBird

に蓄積されているバードウォッチング・データにト
ラベルコスト法を適用し，鳥の種類ごとに人々が得
られる効用が異なることを明らかにした．これまで
もバードウォッチングに関する経済評価は数多く実
施されてきたが（e.g., Edwards, Parsons, and Myers, 

2011），従来はアンケート調査によってデータを収
集するために高額な費用がかかっていた．Kolstoe 

と Cameron の研究では，eBirdという野鳥愛好家が
利用するソーシャルメディアのデータを利用するこ
とで，広範囲のバードウォッチングの価値を小さな
費用で評価することに成功したと言えるだろう．
このように，ソーシャルメディアに投稿された
ビッグデータを利用して，観光動態や環境の価値の
把握を試みる研究が進められている．しかし，ソー
シャルメディアのデータはプラットフォームの種類
にかかわらず，サービスの利用者が自主的に情報を
登録するものであり，蓄積されたデータやサンプル
に偏りがある可能性がある．つまり，これらのデー
タに基づいた分析ではサンプルの代表性を担保する
ことは難しく，推定結果にもバイアスを生じる可能
性を否定できない．
例えば，Flickrは世界的に有名な写真共有サイト
であるが日本人の間ではそれほど馴染みがあるサー
ビスとは言い難い．また老若男女，全ての人が X

や Instagramを使っているとも言えないだろう．
eBirdなどのある目的に特化したサービスは言うま

でもなく，登録したい人が登録したい情報を登録し
ており，網羅的に情報が蓄積されているとは言い難
い．Tenkanen, Di Minin, Heikinheimo, Hausmann, 

Herbst, Kajala, and Toivonen （2017） はこのような課
題にいち早く気づき，既存の調査手法で得られた知
見とソーシャルメディア等から得られた知見に差が
あることを示している．
スマートフォンの普及などにより，観光や生物観
察などに関する情報共有をウェブ上で行うことが増
えてきている．登山を目的としたソーシャルメディ
ア（ヤマップ，ヤマレコなど）のビッグデータや，
野鳥観測や生物観察を目的としたソーシャルメディ
ア（eBird，Biome，いきものログ，iNaturalistなど）
のビッグデータも観光分析への利用が期待されるだ
ろう．しかし，それらのソーシャルメディアを利用
している人の多くは，日頃から登山やハイキングを
行っている人や生物観察を行っている人であると考
えられるため，そこから得られるデータが母集団を
正確に反映できているとは限らないことを忘れては
ならない．また，人口の多い都市近郊などにデータ
が集中してしまうなどの問題もあるだろう（Dickin-

son, Zuckerberg, and Bonter, 2010 ; Van der Wal, An-

derson, Robinson, Sharma, Mellish, Roberts, Darvill, 

and Siddharthan, 2015）．
今後，ソーシャルメディア等，市民が自発的に提
供したビッグデータを利用した分析の信頼性の検証
やデータやサンプルの偏りに対処可能な信頼性の高
い分析方法の確立が求められる．

4.　市民が非自発的に提供したビッグデー
タによる観光分析

上記のように，ソーシャルメディアのデータを利
用した分析の信頼性には課題があるが，携帯電話
ネットワークを利用した分析では，上記のようなサ
ンプルの偏りが発生しづらい．そこで，近年は，携
帯電話のデータを用いた観光分析が注目を集めてい
る．
携帯電話の電波情報や GPS位置情報アプリの情
報は利用者側が意図したタイミングでアップロード
するものではなく，いうなれば「市民が非自発的に
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提供したビッグデータ」と呼ぶことができる．非自
発的に提供したビッグデータは，前述のソーシャル
メディアのようなサンプリングバイアスが生じづら
い利点がある．そのため，サンプリングバイアスの
課題を解決する新たなアプローチとして，非自発的
に提供したビッグデータを用いた観光分析が注目を
集めている．
はじめに，これらのビッグデータと，従来，観光
分析で用いられてきたデータの特徴を比較しよう．
従来は，観光分析のためのデータを取得するために，
現地でアンケート調査が実施されてきた．しかし，
特定の日時に特定の場所で調査が実施されるため，
その日時のその場所でのデータしか入手できない．
もし日時や場所によって観光行動が異なる場合に
は，母集団の状況を把握することが困難であり，こ
の調査結果に基づいて母集団の状況を推測するとバ
イアスが発生する．
環境省は国立公園などで赤外線カウンターによっ
て訪問者数を調査している．赤外線カウンターでは，
人数は把握できるが，居住地などの属性が把握でき
ないため，詳細な観光分析を行うには限界がある．
特に環境価値の評価のためにトラベルコスト法を用
いるためには，訪問者の居住地のデータが不可欠で
あるが，赤外線カウンターではそのような情報を得
ることができないため，トラベルコスト法による分
析に使用することはできない．
これに対して，携帯電話の電波情報や GPS位置
情報は，時間的・空間的に広範囲のデータが入手可
能であり，膨大な量のデータが存在するビッグデー
タである．また，併せてユーザーの年齢，性別，居
住地等の個人属性が提供されるため，それらの情報
を利用することでトラベルコスト法の分析を行うこ
とが可能である．
さらに，従来のアンケート調査はアンケートの配
布・回収に手間がかかるうえに，調査漏れや記入漏
れが発生することがあるといったように，取得でき
るデータの質が調査者や回答者の意欲や努力に左右
される面があったのに対して，これらのビッグデー
タはアンケートを配布する手間がかからず，また，
人が介在しない客観的なデータであるため，得られ
るデータの質が調査者や回答者の意欲や努力に依存

しないといった利点がある．
日本で利用される代表的なデータには，NTTド
コモの携帯電話ネットワークを利用して作成される
人口統計情報である「モバイル空間統計」，KDDI

が auスマートフォンユーザーの同意のもとで取得
し，秘匿化・統計加工を施した位置情報データおよ
び属性情報である「KDDI Location Analyzer」，Agoop

（ソフトバンクのグループ会社）がスマートフォン
のアプリから取得した GPSなどの位置情報を秘匿
化・統計加工した位置情報ビッグデータである
「Agoop流動人口データ」がある．これらのデータは，
それぞれに異なる特徴を持つ．

2013 年 10月より事業化されているモバイル空間
統計は，NTTドコモが最小 500× 500平方メート
ルで構成される全国のエリア（メッシュ）において，
人々が何人滞在しているかをエリア内の携帯電話の
台数に基づいて推計した時間あたりの人口である
（NTTドコモ「モバイル空間統計」ホームページ）．
推計においては携帯電話の市場シェアが考慮されて
いる．また，性別，年齢，居住地域に関する情報が
割合として含まれているため，個人属性別に利用動
向を分析したり，旅行費用を算出してトラベルコス
ト法の分析に用いたりすることができる．国内居住
者では約 8700万台分（2023年 3月現在），訪日外
国人は約 1200万台（2019年実績）のデータがあり，
国内最大級の規模である．また，KDDIが提供する
「位置情報ビッグデータ」はモバイル空間統計と同
様に統計人口データを提供するサービスである．同
様にトラベルコスト法を応用することが可能である
が，特徴的な点は統計人口を得られる範囲をメッ
シュではなく，任意の形に設定できることである．
一方，Agoopは，メッシュごとの平均滞在人口を集
計したデータのほか，個々人の動きを把握可能なポ
イント型トリップデータを提供している．
ここでは詳細は割愛するが，それぞれのデータに
は様々な特徴があるため，それらを理解したうえで
データを使用する必要がある．
以下では，モバイル空間統計と位置情報ビッグ
データを使用した研究事例を紹介しよう．

Kubo, Uryu, Yamano, Tsuge, Yamakita, and Shiraya-

ma （2020） は，モバイル空間統計を利用して全国
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536地点の海水浴場のレクリエーション価値を推定
した．モバイル空間統計から夏季と冬季のそれぞれ
ある 1日の，各砂浜における訪問者数と訪問者の居
住地の情報を取得し，それらの情報にトラベルコス
ト法を適用することで，夏季 202地点，冬季 72地
点のレクリエーション価値（消費者余剰）を算出し
た．レクリエーション価値とは，1人の訪問者が砂
浜を 1回訪問することで得る便益から訪問に要する
旅行費用を差し引いた純便益である．得られるレク
リエーション価値は，夏と冬の平均値がそれぞれ
2,823円と 1,004円，中央値がそれぞれ 870円と 192

円であった．この結果より，1人の観光客が訪問 1

回あたり平均 2,823円（夏季）あるいは 1,004円（冬
季）のレクリエーション価値を砂浜から享受してい
ること，および，地域によって得られる砂浜のレク
リエーション価値にばらつきがあることが示され
た．また，レクリエーション価値に訪問者数を乗ず
ることで砂浜ごとのレクリエーション価値を計算し
た結果，全国の砂浜のレクリエーション価値は，夏
は 4,865円から 36,136,364円，冬は 1,684円から
19,842,105円であることが示された．さらに，気候
変動下の海面上昇等で引き起こされる砂浜消失の予
測に基づきレクリエーション価値の変化を予測した
結果，気候変動下で残るレクリエーション価値の割
合は，砂浜面積の残る割合よりも小さくなること，
および，気候変動下では，現在はレクリエーション
価値が高い南日本の砂浜がレクリエーション価値を
失う傾向がある一方，北日本の砂浜は一定のレクリ
エーション価値を保つ傾向があることを明らかにし
た．

Kim, Kubo, and Nishihiro （2023） は，KDDIの位置
情報ビッグデータが提供する携帯電話の GPSデー
タを利用して，コロナのパンデミック期間中の日本
の保護地域における訪問者の訪問行動の時空間パ
ターンを明らかにした．2019年から 2020年にかけ
て，日本の 34の国立公園と 52のラムサール条約登
録地にある計 98のビジターセンターにおいて，パ
ンデミックが訪問者の訪問パターンに与えた影響を
分析した結果，コロナの最初の流行期間の後に訪問
者数は急激に減少した一方で，翌年の夏（第 2波以
降）には，コロナの陽性例が増加したにもかかわら

ず，訪問者数が急速に回復したことが明らかとなっ
た．また，人々は自宅近くの保護地域を好む一方で，
都市部以外の保護地域を訪れていたことが明らかと
なった．これは遠方への長距離旅行や人口の多い都
市部での頻繁な人との接触によって感染リスクが高
まることを避けたいと考えたためであると推測して
いる．訪問者の数や行動を把握することは，保護地
域の管理を行う上で重要である．そのため，従来か
ら現地でのアンケート調査や赤外線カウンターでの
モニタリング等が実施されてきた．しかし，訪問者
との接触による感染リスクの増大やパンデミック時
の人的資源の減少により，それらは困難となった．
そのような中で，情報通信技術を利用した訪問者数
や訪問パターンの推定が試みられるようになった．
本研究はそのような取り組みの有効性を示した事例
である．
このように，市民が非自発的に提供するデータは
多岐にわたる観光分析に応用されているが，課題も
ある．特に倫理的な観点から詳細な個人属性が付随
されていない（付随できない）点には注意を有する．
モバイル空間統計を例に注意点をあげると，第一
に，本データの対象年齢は 15～79歳に限られるこ
とである．14歳以下は自分の名義で携帯電話を契
約することができないため ，また，80歳以上は携
帯電話を保有している人が少なく十分なサンプルが
確保できないため，データに含まれていない．第二
に，性別・年代・居住エリア以外の個人属性を把握
できない．このため，本データ単独では，これら以
外の個人属性の情報を必要とする詳細な観光分析を
行うことは困難である．第三に，プライバシー保護
のため，特定の属性を持つ人があるエリア内に少数
しか存在しない場合，そのメッシュの情報は秘匿さ
れる．このため，訪問者が多い近隣の地域からの訪
問者数はカウントされる一方で，特定エリア内の訪
問者が少ない遠方からの訪問者数はカウントされ
ず，データに反映されにくいといった問題が生じる．
第四に，人々がなぜその場にいるのかを把握するこ
とができない．このためメッシュ内の滞在人口が，
訪問者か，通過者か，住民かを識別できない．これ
により，近隣地域の人口が多く観測される場合に，
それが地元住民なのかレクリエーション目的で他の
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地域から訪問してきた人なのか判断することができ
ないという問題が生じる．第五に，新規移入か継続
滞在かの識別が不可能であるため，訪問者が同じエ
リア内に一定時間を超えて滞在する場合，同一人物
が重複してカウントされる．特定時間内の人口を計
測することが目的である場合は問題ないが，一日を
通して訪問者数を計測するような場合にはこの重複
カウントが問題となる可能性がある．観光分析のよ
うに訪問人数が重要となる分析では，人数の重複カ
ウントがバイアスをもたらす可能性がある．また，
Agoopポイント型トリップデータについては，1日
ごとに個人を識別する IDがリセットされるため，
日をまたいで行われる旅行の経路を把握することは
困難である．
以上のように，自発的・非自発的なビッグデータ
は双方ともに少なからず課題を有しており，ビッグ
データが万能であると主張することはできない．
ビッグデータと他のデータにはそれぞれに利点や欠
点があるため，両者を併用することでデータや分析
結果の信頼性を改善していくことが重要である．た
とえば，Tenkanen et al. （2017）は，フィンランド
と南アフリカの 56の国立公園において，Insta-

gram，Twitter，Flickrという異なるソーシャルメディ
アのデータを比較し，特徴を示した．また，京都大
学・北海道大学・甲南大学・国立環境研究所（2019）
では，モバイル空間統計と環境省の赤外線カウンタ
データとの比較を行い，モバイル空間統計は各ルー
トにおける登山者数の傾向を反映するデータとして
信頼性を有することを示している．このような試行
を通じて，ビッグデータの信頼性を確認することが
重要である．また，今後は複数のビッグデータを統
合した研究の発展も期待される．例えば，携帯電話
のデータでは観光活動の中身までは知ることができ
ないが，Flickrや Twitter等のソーシャルメディア
のデータでは，写真や投稿内容から人々の行動の中
身や考え方を推測することが可能である．そのため，
携帯電話ネットワークデータとソーシャルメディア
のデータを補完的に用いることで，観光行動の中身
にも踏み込んだより精度の高い分析が可能になると
考えられる．

5.　ビッグデータ観光分析の可能性と課題

このようにビッグデータを用いて観光分析を行う
ことで，観光需要を推定することが可能であること
が示された．これをもとに，今後のビッグデータ観
光分析の可能性について検討しよう．第一に，ビッ
グデータ観光分析はオーバーツーリズムの解決に貢
献することが期待できる．ビッグデータ観光分析の
研究が進むことにより，混雑する観光地や混雑する
時期を高い精度で予測可能となると考えられる．そ
こで，観光客に混雑予測を示すことで，混雑してい
ない時期に利用を分散したり，混雑していない観光
地への移動を誘致することが可能となる．
第二に，ビッグデータ観光分析は，観光学の研究
にも貢献することが期待される．たとえば，野鳥観
察アプリや生物観察アプリは，野鳥観察や生物観察
の利便性を改善するだけではなく，野鳥や生物の生
息域に関する情報を収集することで生態学の研究に
必要なデータを提供する．これと同様のことをビッ
グデータ観光分析は可能とする．すなわち，観光客
が自発的もしくは非自発的に自分の訪問データを提
供することで，観光の利便性が改善されるとともに，
観光学に必要なデータを提供する．市民が提供した
観光ビッグデータを利用することで，従来の行政に
よる観光データの収集では得られないような豊富な
データを用いて観光需要を分析することが可能とな
る．このことは，ビッグデータ観光分析はシチズン
サイエンス（市民による科学）の役割を持っている
ことを意味する．
一方で，観光ビッグデータは新たな課題にも直面
している．第一に，観光ビッグデータでは個人情報
保護が不可欠である．特に GPS位置情報を用いた
観光ビッグデータでは，個人がどこを訪問したのか
を高い精度で把握することが可能となる．GPS位
置情報を提供している業者では個人情報の秘匿対策
を実施しているものの，Facebookなどのソーシャ
ルメディアの情報と整合することで個人を特定でき
てしまう危険性は残されている．しかし，個人情報
保護のためにデータの秘匿処理を強化すると，観光
分析に必要なデータが失われてしまう．個人情報保
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護とデータ分析とのトレードオフが存在する中で，
どこまで個人情報保護を優先すべきなのかは難しい
課題である．
第二に，観光ビッグデータの利用に関する知財制
度のあり方に関する問題がある．ビッグデータを利
用した観光分析では，観光客が自発的ないしは非自
発的に提供した訪問データを用いるが，観光客が撮
影した写真や観光客がソーシャルメディアに投稿し
たテキストデータは観光客の知的財産である．2018

年に改正された著作権法では，著作権者の利益を不
当に害しない限り，ビッグデータ解析や AIによる
機械学習のために著作物を利用することは認められ
ている．しかし，観光客が提供したビッグデータを
もとに混雑する観光地で利用規制が行われると，結
果としてビッグデータを提供した観光客の利益を害
することになる可能性がある．観光ビッグデータの
知財制度に関しては，さらなる議論が必要であろう．

注
　1	 モバイル空間統計（https://mobaku.jp）の分布統計
　2	 株式会社 Agoop（https://agoop.co.jp）の流動人口データ
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